
◆ 特集   令和２年度環境省重点施策 
８月末、来年度の重点施策を取りまとめました。環境省の原点である「人と環境を守る」という
精神を基礎として、環境問題と経済・社会的課題の同時解決を目指して「地域循環共生圏」
の創造に取り組み、「環境と成長の好循環」を実現すべく、幅広い施策に挑戦していきます。 

◆ トピック  「アフリカのきれいな街プラットフォーム第２回全体会合」と「TICAD７」 
◆ 活動報告  次期 G20 議長国であるサウジアラビアへの訪問（原田大臣） 

◆ コラム   地域循環共生圏 ～日本発の脱炭素化・ＳＤＧｓ構想～ 
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環境省ニュースレター             ２０１９（令和元）年９月 

ENVIRONMENT NEWS 
「アフリカのきれいな街プラットフォーム（ＡＣＣＰ） 

第２回全体会合」（令和元年８月 26・27日＠横浜） 
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  トピック  

ACCP 第２回全体会合の成果 

環境省は、独立行政法人国
際協力機構（JICA）、横浜
市、国連環境計画（UNEP）
及び国連人間居住計画（UN-
Habitat）とともに、横浜で行わ
れた第 7 回アフリカ開発会議
（TICAD7）の公式サイドイベン
トとして、「アフリカのきれいな街プラットフォーム（ACCP）
第 2 回全体会合」を 8 月 26～27 日に開催しました。 

会合には、アフリカ 38 カ国の参加を含む、約 400 名が
参加しました。数多くある TICAD7 の公式サイドイベント
のうち、最大規模の会合となりました。 

 
1 日目は、あきもと環

境副大臣が冒頭挨拶
を行い、我が国の廃棄
物管理の制度・技術を
アフリカ各国と共有する
ことで廃棄物管理を向
上させる旨強調しました。その後、アフリカでの事業展開
に関心を有する多くの日本企業から、プレゼンテーションや
出展ブースを通じて技術や事業の紹介がなされました。ま
た、JICA が作成した「アフリカ廃棄物管理・環境教育ガ
イドブック」が公表され、アフリカでの環境教育事例が共有
されました。最後に、勝
俣環境大臣政務官が挨
拶を行い、環境教育を
通じて、ごみの分別や削
減に関する国民意識を
向上させることが重要で
ある旨強調しました。 

 
2 日目は、JICA が作成した「アフリカ固形廃棄物管

理データブック 2019」が公表され、基礎データの継続的
な収集・更新の必要性が確認されました。また、廃棄物
管理の改善に向けた資金動員や、これに関連してアフリ
カ各国の廃棄物管理に対する優先順位を上げることの

必要性について、議論がなされました。 
ハイレベルセッションでは、原田環境大臣がステートメン

トを行い、アフリカの廃棄物管理の向上に対
する環境省の貢献を表明しました。最後に、
本会合の成果文書として、ACCP の今後の
活動の方向性を示す「ACCP 横浜行動指
針」（次頁に概要）が採択され、本会合の
成果を TICAD7 にインプットしてアフリカ各
国の廃棄物管理をより一層推進していくこと 
を確認しました。 

原田環境大臣のステートメント 

原田大臣は、ステートメントの中で、今後特に強化した
い点として次の 3 点を述べました。 

1 点 目 は 、
ACCP の事務局
機能の強化です。
このプラットフォーム
は、日本のものでは
なく、アフリカ各国の
ものです。アフリカ各
国の ACCP へのオーナーシップを高め、現地に活動の軸を
移していくことが重要です。このため、アフリカに本部を有す
る UN-Habitat がアフリカでの ACCP 事務局の中核を担
うことを要請し、事務局機能を強化します。 

2 点目は、最終処分場の安全性向上です。アフリカの
多くの国は、増大する廃棄物に対処できず、ごみが山積み
にされ、火災、崩落、環境汚染などの問題に直面していま
す。まずは、直面するこの問題に対処していくことが重要で
す。我が国は、最終処分場の安全性向上・環境改善のた
めの簡易でローコストの技術
である「福岡方式」を開発
し、適用してきた歴史があり
ます。この「福岡方式」をアフ
リカ各国が積極的に活用で
きるよう、モザンビークのフレ
ネ処分場において、ACCP
のパイロットプロジェクトを実
施します。この教訓を取りまとめ、マニュアル化し、アフリカ各

「アフリカのきれいな街プラットフォーム第２回全体会合」と「TICAD７」 

国連環境計画（UNEP）アフリカ 

事務所長のビアオ氏と 
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国と共有し、「福岡方式」の普及を図ります。 
3 点目は、人材育成です。適正な廃棄物管理には、関

連する法制度を整備し、運用していく人材が欠かせませ
ん。そのような人材を育成すべく、日本の経験や技術につ
いて学ぶ訪日研修の実施に加え、アフリカ現地トレーニング
センターの設置を進めていきます。加えて、横浜市、東京
都、大阪市、福岡市、北九州市など、廃棄物管理の豊
富な実務経験がある日本の地方公共団体と連携し、より
効果的な人材育成を行います。 

モザンビークにおける廃棄物管理プロジェクト 

モザンビーク・マプト市のフレネ廃棄物処分場において、
ACCP のモデルプロジェクトとして導入する、「福岡方式」
（準好気性埋立構造）は、①埋立地基礎地盤への浸
出水の浸透を防止するとともに、②埋立層内の発酵熱に
よって、自然に集排水管から埋立地内部へ空気を流入さ
せることによって、廃棄物の好気性分解を促進し、集水す
る段階でできる限り浸出水を浄化しようとする、我が国発
の処分場管理技術です。 
  

 
 
 
 
 
 

 

TICAD７ 
TICAD （ Tokyo International Conference on 

African Development（アフリカ開発会議））は、
1993年以降、日本政府が主導し、国連、国連開発計画
（UNDP）、世界銀行及びアフリカ連合委員会（AUC）
と共同で開催しています。TCAD7 は、安倍総理が共同
議長を務め、麻生副総理等が出席し、8 月 28 日～30 日
に横浜市のパシフィコ横浜で開催されました。 

安倍総理は開会式の演説で、ACCP について、「日本
とアフリカ 36 か国、国連機関が力を寄せ合い、アフリカの街
からゴミを減らし、再利用・再生する試みです。10 年単位
で、努力が必要な事業です。」と紹介しました。 

29 日の「気候変動・防災」
に関するテーマ別会合には、
城内環境副大臣が参加し、
①適応と防災への包括的な
対応に際して、気候変動予
測などに関する最新の科学
的知見に基づき、地域の状
況とニーズに応じた計画づくり
が必要であること、②G20 で
採択した「G20 適応と強靱な
インフラに関するアクション・ア
ジェンダ」に基づく活動の一つ

として、都市強靭化と持続可
能性を高めるため、「地域社
会におけるイノベーションのため
の教育パー トナーシ ップ：
EPIC」アフリカの設立を支援
したことなどを発信し、また
ACCP の取組を PR しました。 

30 日に採択された首脳宣
言には、「持続可能で強靱な
社会の深化」として、「海洋プ
ラスチックごみ、海洋汚染、
IUU 漁業の削減、生物多様
性の保全と持続可能な利用、
きれいな水と衛生、廃棄物管
理等、その他の差し迫った環
境問題に対処する必要性を
強調する」ことなどが盛り込ま
れました。 

フレネ処分

フレネ処分場の全景 

JICA・横浜市専門家による 
フレネ処分場緊急調査（2018 年 2 月） 

グテーレス国連事務総長と 
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  活動報告  

 

ファドリー環境・水・農業大臣との会談 

8 月 27～30 日、G20 議長国であるサウジアラビアを訪
問し、28 日にはファドリー環境・水・農業大臣（6 月の
G20 軽井沢会合の際にバイ会談を行ったファキーハ環境
担当副大臣ら同席）と会談しました。会談では、本年 10
月に我が国で開催する G20 資源効率性対話の機会に行
う「G20 海洋プラスチックごみ対策実施枠組」に基づく第１
回フォローアップ総会に向けて協力して取り組んでいくととも
に、来年の G20 においても海洋プラスチックごみ問題は重
要な課題として引き続き連携・協力していくことで一致しま
した。 

資源効率性対話には、G20 及びアウトリーチ国の多くの
担当官に加え、国際機関や民
間団体も参加します。私からはフ
ァドリー大臣に対し、本会合に積
極的に参加いただき、サウジアラ
ビアの優良事例を共有いただきた
い、また、来年には第 2 回総会を
是非開催いただきたいとお願いし
ました。 

あわせて、廃棄物処理問題な
ど両国の環境分野での協力を引
き続き推進していくことに合意しま
した。 

廃棄物管理については、2017
年に両国首脳が発表した「日・サ
ウジ・ビジョン 2030」の達成に向
け、サウジアラビアにおいて国家廃 

 
 
 
 

 
棄物管理センターを設立するなどの取組が進められており、
その中心的な役割を担うのが環境・水・農業省です。 

適切な廃棄物管理は、海洋プラスチック対策に貢献す
るのみならず、循環経済の構築にもつながるものであり、引
き続き協力して取組を進めていきたいと考えています。本年
1 月には、リヤド及びダンマンで廃棄物管理ワークショップを
開催し、関係省庁、アラムコ（国営石油会社）、民間企
業から多数の御出席をいただきました。来年も同様のワー
クショップを開催したいと考えています。 

リヤド市埋立処分場 

首 都 リ ヤ ド
から、1時間弱
の距離に広大
な砂漠があり、
そこにリヤド市
唯一の廃棄物
埋立処分場が
あ り ま す 。 29
日にこれを視察しました。視察では、アルバシィ自治副大
臣及びリヤド市から管理・運営体制についての説明を受け
るとともに、サウジアラビアにおける廃棄物処理の現状や課
題について意見交換を行いました。 

次期 G20 議長国であるサウジアラビアへの訪問（環境大臣の原田より） 
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地域循環共生圏 ～日本発の脱炭素化・ＳＤＧｓ構想～ 

 

 

 
 

 

 

  

 
 

 

 
 

 

 
全国 10 地域の実証事業の取組を踏まえて、「森里川海からはじめる地

域づくり 地域循環共生圏構築の手引き（ver1.0）」を作成しました。手

引きでは地域循環共生圏の構築を進めていくために必要な取組の手法
やプロセス、事例、課題解決のヒント、ワークシート等を紹介しています。  

 

 

 コラム 
 

 
地域の自然環境の保全や再生を進め、そこから得ら

れる恵みを上手に活用することで、地域の社会や経済に
も貢献していこうという取組（地域循環共生圏の構築）
を推進しています。 

人口減少時代に入り、高齢化や過疎化が進む地方
ですが、一方で自然の恵みの宝庫です。その恵みを環境
に配慮された持続可能な形で、エネルギー・食糧・観光
資源として活用できれば地方を元気にすることができます。 

また、地方は都市に依存していると思われがちですが、
実は、都市が地方に依存しているのです。地方の自然の
恵みが生み出す多くのエネルギー・水・食糧、そして人材
も地方から都市にもたらされています。都市と地方のそう
いったつながりの大切さに目を向け、都市と地方がお互い
に支え合う関係を強固にすることで、複合化する環境・
経済・社会の諸問題を同時に解決することができるので
はないでしょうか。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ENVIRONMENT NEWS 
2019 年 9 月号（令和元年 9 月 6 日発行） 
 
表紙写真： 
「アフリカのきれいな街プラットフォーム（ACCP） 
第 2 回全体会合」（令和元年 8 月 26・27 日） 

 
 
 
 

■地域での実践事例と手引き 
地域循環共生圏を具現化するため、環境省では、

平成 28 年度から全国 10 の地域で実証事業を進めて
います。 

 
 
 
 
 
 

10 地域での取組を踏まえ、「森里川海からはじめる
地域づくり 地域循環共生圏構築の手引き」を作成し
ました。地域循環共生圏の構築を進めていくために必
要な取組の手法やプロセス、事例、課題解決のヒント、
ワークシート等を紹介しています。是非ご活用ください。 
 

 
■地域循環共生圏づくり 

プラットフォーム 
平成 31 年度からは、地域

循環共生圏づくりに資する 
プロフェッショナル人材や情報
の集約、地域と企業等との 
マッチング支援など、地域  
循環共生圏の創造を強力に
推進する「地域循環共生圏
づくりプラットフォーム」を構築
するための活動団体を公募
し、35 件を選定しました。 
今後の活動にご期待下さい。 

 
【印刷・発行】 

環境省 
大臣官房総務課広報室 
大臣官房総合政策課企画評価・政策プロモーション室 

〒100－8975 
東京都千代田区霞が関 1－2－2 中央合同庁舎 5 号館 
代表：03－3581－3351 

＜10 地域＞ 
・宮城県南三陸町     ・神奈川県小田原市 
・石川県珠洲市       ・滋賀県東近江市 
・大阪府吹田市／能勢町 ・岡山県高梁川流域 
・山口県椹野川流域    ・徳島県吉野川流域 
・福岡県宗像市       ・佐賀県鹿島市 

地域循環共生圏とは 
～地域が自立し、支え合う関係づくり～ 
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